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北海道 2 東京都 181
秋田県 1 神奈川県 34
岩手 2 静岡 2
福島県 3 岐阜県 1
新潟県 3 三重県 1
富山県 1 大阪府 1
福井県 1 奈良県 1
長野県 4 岡山県 1
山梨県 1 広島県 2栃木県 4 香川 1群馬県 1 愛媛県 1茨城県 2 熊本県 1
埼玉県 38 鹿児　　県 2
千葉県 18 沖縄県 10
計 320
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通勤可能範囲ということになる。その他の県
では沖縄が多い。山村・島喚を希望する学生
もあり、日常生活と異なる経験をしたいとい
う学生の希望と受け止めている。
　本学の「実習」について、実習生と実習先
の動向を見てきたが、まとめると以下のよう
なことである。
　本学では過去18年間で、重複を除くと199
の施設に実習を受け入れていただいた。前述
したように、延べでは320の施設になるので、
単純に割ると各施設に1～2回実習をお願い
したことになる。これまで見てきたように、
実習先が多岐にわたり、所在地も広く分布し
ていることから、学生の希望・通勤可能な地
域・実習内容や時期など諸条件を調整すると、
学生ごとに違う実習先とならざるを得ないこ
と、言い換えると多くの場合1ヶ所の実習先
には実習生1人が行っていることになる。ま
た、学生の関心・通勤可能性との関係では、
同じ実習先に年度を越えて依頼することがで
きにくくなる。毎年新しい実習先を開拓して
いる状態であり、複数回実習を依頼する施設・
機関であっても時間が経過して担当者が変わっ
ていたりする。希望する実習生がいない年に
も、過去の実習先と連絡を取り合い、関係を
継続するということは、特別な事情がない限
り難しい。言い換えると、大学側にとっては
実習生がいるということで実習先との関係が
作られる、といえるのである。
　このように、学生ごとに実習先を決めてい
くと、実習先との継続的関係を維持すること
が難しくなる。一方で、学生が主体的に学べ
るように「実習」の授業を運営していくこと
も大切にしたい。学生・実習先・大学の関係
を、どのように考えたらよいだろうか。その
ことを考える上で、社会教育主事養成のカリ
キュラムの目的と「実習」の科目の目的をど
のように考えたらよいか。今後の展望を含あ
て、次章で検討する。
3　カリキュラムにおける「実習」の意味
（1）「実習」の目的
①政策上の目的一社会教育審議会報告一
　社会教育主事の養成において「実習」科目
の設置を提言したのは、「社会教育審議会成
人教育分科会報告　社会教育主事の養成につ
いて」（1986年10月24日）である。同分科
会では、1986年3月から「指導者養成小委
員会」を設けて養成制度の改善方策について
検討した。同報告では、臨教審第2次答申で
も大学等における養成課程の見直しに言及し
たことを受けて、次のような提言をし、1987
年に「社会教育主事講習等規定」が改正され
た。
　上記「報告」では、1979年改正の「社会
図表11改正前「社会教育主事講習等規定」
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教育主事講習等規定」について、「学問分野
に即した科目名とその単位数を掲げる形となっ
ており、ややもすると教育内容が細分化され、
科目相互間の関連性が弱まり、内容上の重複
や欠落が生じがちになっている。そのうえ、
大学においては、いわゆる科目の読み替えも
かなり行われている現状にあり、その中には
社会教育主事の養成にとってさほど効果的と
は思われない科目の履修となっている場合も
見受けられる」と問題点を指摘し、「社会教
育が当面する課題をさまざまな角度から解明
しうるように総合的な編成とするとともに、
実践的な能力の養成を図るため、演習・実習
や実地調査等をできるだけ取り入れる必要が
ある」とした。8これにより、従来の甲、乙、
丙群別の科目編成を改め「総合的な科目編成」
を原則とした。「実習」にっいては、「対象の
理解と組織化、地域の理解、問題解決等に関
しての実践的な能力の養成を図る」ことをめ
ざしたが、大学の特性に応じて「できるだけ
実習を行うように努めることが望ましい」と
して、必置としなかった。9「実習」の「ね
らい・留意点」として「（1）専門的な知見を
ふまえた実践的な能力の養成を図る。②学
習者とのコミュニケーション能力の形成を図
る」の2点を挙げている。
　このように、同報告では養成課程の改正に
ついて「総合的な科目編成」と「実践的な能
力の養成」を目標とし、実習のねらいは「学
習者とのコミュニケーション能力の形成」と
した。
　図表11　改正前「社会教育主事講習等規
定」の科目群は、教育学・社会教育学の学問
分野を科目名としてあげている。大学の中で
理論化された知識を獲得することが、主事養
成のカリキュラムだったのである。課程履修
者にとっては、社会教育の経験をほとんど持っ
ていないことはすでに述べたが、社会教育の
現実は科目ごとに切り分けられて、体系化さ
れた理論のエビデンスとして示されることに
なる。
　これに対して、図表2　改正後のカリキュ
ラムは、「特講1～皿」という科目構成にし
たことが、科目の「総合化」を意味したもの
と思われる。社会の現実ないし課題を科目名
とすることで、社会教育の現場の問題意識か
らカリキュラムを構成しようとした意図がう
かがえる。ただし、「専門的な知見」と「実
践的な能力」の間には、　〈基礎から応用へ〉
と同様の一一一・方的な時間軸が設定されているの
ではあるが。
　このように、〈体系化された理論の習得〉
から、〈総合的科目編成と実践的能力の形
成〉へと、社会教育主事養成のカリキュラム
は方向性を変えた。
　さらに、86年「報告」の「大学における
社会教育主事養成の教育内容（案）」では
「実践的な能力」「学習者とのコミュニケーショ
ン能力の形成」にっいて、「社会教育演習」
「社会教育実習」「社会教育課題研究」の科目
を当てた。とくに「学習者とのコミュニケー
ション能力」は「実習」を想定しているもの
と考えられる。これは、カリキュラムの目的
に「学習者」を据えた点で注目される。「学
習者」は、「婦人教育」や「青年教育」が想
定してきた、ある層として共通性を持っ人々
ではなく、個別的であり学習の主体性や自己
決定性を持っ人々と考えられている。そうし
た前提に立って、社会教育主事の養成課程に
おいて学習あるいは学習者の理解が求められ
たのであり、これは社会教育主事の「住民の
学習活動を援助する役割」（上記「報告」）に
たいする問題意識といえる。
　しかしながら、「実習」を含む養成課程の
みで、学部学生が「学習者とのコミュニケー
ション能力」を形成しうるとするのは、非現
実的でもある。カリキュラムの中で「実習」
の数日間以外は社会教育のリアリティと切り
離された大学の中で学んでいるのに、課程修
了時には「学習者とのコミュニケーション能
力」を獲得していると想定することに無理が
ある。また、コミュニケーションを固定的な
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「能力」としてとらえるのではなく、人との
関係の中で培われる力、形成的な力として認
識する必要があるのではないか。
　「報告」では「社会教育主事に求められる
能力」として、「学習課題の把握と企画立案
の能力」「コミュニケーションの能力」「組織
援助の能力」「調整者としての能力」「幅広い
視野と探究心」をあげている。今回は「実習」
との関係を見たが、ほかの項目についても今
後の検討課題である。
　また「報告」は臨教審と時期を同じくして
いたたあ、「民間の学習関連事業」でも同様
の能力が求められることを強調している。し
かし、「市場調査」や「プログラム開発」の
ような市場化の方法論を単純に比較の対象に
している点で、教育・学習の視点を欠くとい
わざるを得ない。10
　中央教育審議会答申『新たな時代を切り拓
く生涯学習の振興方策にっいて』（2008年2
月）および改正社会教育法（2008年6月）
では、社会教育主事が学校と地域住民のコー
ディネーター役を務めることが明記された。
また、司書・学芸員については、社会教育法
改正に伴って養成課程に関する政令が改正さ
れたことから、遠からず社会教育主事の養成
に関する政令改正が予想される。こうした状
況をふまえて、次に述べる学会の政策提言が
行われた。
②日本社会教育学会の政策提言
　2008年7月、日本社会教育学会では、職
員問題への政策提言をまとめた。11この文書
では、社会教育の果たしてきた役割を検討し、
これからの必要性の拡大を展望して、〈学び
あうコミュニティ〉のコーディネーターの存
在が重要になるという。
　〈学びあうコミュニティ〉のコーディネー
　　　ター：
　　　社会教育関係職員、地域の教育・自治・
　　　文化・福祉にかかわる専門職、指定管
　　　理者やNPOの職員、ボランティア団
　　　体のコーディネーター
　　コーディネーターの役割・力量が期待さ
　　　れる職：
　　　学校教諭、大学職員、一般行政職
　そしてこれらの人々に対して、「社会教育
主事基礎資格を取得することを奨励するのが
望ましい」12とする。
　一方、社会教育主事の役割は、「①　社会
教育委員が立案した社会教育に関する諸計画
の推進者としての役割、②　社会教育関係職
員等がコーディネートする地域の社会教育実
践を教育行政の立場（主として条件整備）か
らサポートする役割、③社会教育関係職員
等の力量形成を支えるシステム（研修、大学
と連携した職員の力量形成など）を推進する
役割」を備えてきたとされる。とくに「住民
と行政との協働の推進」について、社会教育
主事は「さまざまな〈コミュニティ〉をネッ
トワークする、すなわちコーディネーターを
コーディネートする専門的職員としての責務
を負う」とする。
　こうした学習支援職の養成について、
「『実践的』力量が短期間で速成しえないこ
と」は明らかであり、「大学・大学院の役割
は、フロント・エンド・モデルによる社会教
育主事養成の段階から、社会教育主事のみな
らず〈学びあうコミュニティ〉のコーディネー
ターをも対象とし、実践の活動サイクルを尊
重し、実践と省察のサイクルを組み込んだ生
涯にわたる力量形成を支援する教育機関とし
ての役割」13が展望されている。
　ここでは、職員の専門的力量の認識が大き
く転換している。かっての改正前「社会教育
主事講習等規定」にみられた〈体系化された
理論の習得〉における職員の力量は、大学な
どのアカデミーによって理論化され蓄積され
ている「技術的合理性」の獲得である。これ
に対し、学会提言における職員の力量は実践
と省察14によって形成されるとし、現場での
実践と、大学・研修機関における職員自身に
よる省察が、不可分に展開する「サイクル」
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として構想されている。
　一方、改正後「同規定」もまた「実践的能
力」を目指すものであったが、大学卒業まで
の養成が大前提であったためどうしても「フ
ロント・エンド・モデル」の職員養成になり、
「学習者とのコミュニケーション能力」をは
じめとする、現場経験なくしては形成できな
い能力を学部での教育で達成しようとする無
理な内容になっていた。これに対し、学会提
言においては大学院段階での現職者の再教育
を含む展望が示されている。
　本学では学部段階での基礎資格の取得を目
指す課程であるので、現職教育は制度上難し
い。しかし、基礎資格の取得にあたっても
「実践と省察のサイクル」を組み込んでいく
ことはできないだろうか。たとえば、「実習」
の授業に、学生が経験してきた現場の学習者・
職員の実践を組み込むことはできないだろう
か。以下に検討してみたい。
③本学における目的と展望
　本学における「実習」設置の目的は、「社
会教育施設の基本的機能と社会教育職員の具
体的職務内容と力量の理解を図る」15とされ
ている。この目的意識一施設と職員にっいて
「理解を図る」一にもとついて、本学の「実
習」は広範に広がる日本の社会教育および関
連の分野を基本的にすべて実習先として認め、
同時に、学生の希望と実習可能な実習先を個
別に調整することとした。先に見たように本
学の「実習」の特徴は、実習先の種類として
も、地域としても、広範であることである。
1991～2008年度の17年間に、317人、述べ
320の実習を行った。16実習先は199箇所、
国・自治体・民間を問わず、所在地は28都
道府県に及ぶ。
　一方で、実習生と実習先を結びっける作業
は、実習先がその問題意識を受け入れ可能か、
学生が通勤可能か、など、「実習」のための
条件整備をすることでもある。この方法では、
学生ごとに違う実習先、年度を越えて関係を
継続することの難しさ、などの課題があった。
　またカリキュラムの展開としては、「教育
実習」と同じように4年次にいわば課程の仕
上げとして、14日間の「実習」に行く設定
であった。
　社会教育職員の養成課程において、「施設
見学」ではなく「社会教育実習」として学ぶ
意味はどこにあるのだろうか。先の「実践と
省察のサイクル」の考え方をふまえると、施
設の機能や職員の力量をっねに動いているも
のととらえること、学習者の認識の展開との
関係でとらえることが、「実習」の目的に据
えなおされる。実践のダイナミクスを「実習」
の授業の中で跡づけることが、学習者の認識
と職員の役割を関連付けて理解することとな
る。
　実習生は、職員集団の活動を傍らで経験し、
職員と学習者の対話を見聞する。学習者が活
動している過程に立会い、地域のなかの他の
集団との関連を知る。これは、レイヴとウェ
ンガーが徒弟制の研究をもとに「正統的周辺
参加」と名づけたことがらとよく似ている。
それによると学習者はある共同体への「参加」
という事態によって「正統的な周辺性に十分
長くいることで、学習者は実践の文化を自分
のものにする機会に恵まれる」が「実践を理
解していくもとになる見方は、分業への変化
する参加、共同体での変化する社会的関係を
通して進化するもの」17ととらえられている。
また「学習のカリキュラムは、学習者の視点
から見た日常実践における学習の資源がおか
れている場である。それに対し教育のカリキュ
ラムは、これとは対照的に、新参者を教育す
るために構成されている。…中略…学習のカ
リキュラムは本質的には状況に埋め込まれた
ものである。それは単独で考えられるもので
はなく、また勝手な教え込み的（didactic）
な言葉で操作されるものでもない。学習のカ
リキュラムは共同体の特徴なのである」18と
考えられている。
　実践のコミュニティのなかに「実習生」と
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しての役割を得て参加し、状況の中でっねに
変化しでいく学習者と職員の活動の展開を認
識していくことに、「正統的周辺参加」とし
ての意味があるのではないか。
　「実習」の意味をこのようにとらえなおす
とき、具体的な方法を変えていくことが展望
できる。たとえば、14日間の実習を夏休み
集中ではなく週1回の勤務にすると、1回半
日で28週間（7ヶ月、5～11月）、1回1
日で14週（3ヵ月半、7～10月）実習で
きる。実習期間を延長しそこに毎週の授業を
組み込むことで、「実践と省察のサイクル」
をっくり出すことができるのではないか。実
習先としても、嵐のように訪れる実習生のた
めに2週間分のプログラムを用意するよりも、
毎週決まった日に実習生が来ることを実践の
リズムに組み入れていただくほうが、「予定
が立っ」のではないだろうか。
　このように実習期間を長くすることで、実
習生は実習の内容を何回か授業で語ることが
できる。場合によっては職員の方に同席して
いただくことも考えられる。現在、実習を終
えてから後期の授業で、毎週二人づっ実習報
告をしているが、すでに実習は終わってしまっ
ているので授業で考えたことを実習先に持ち
帰ることができない。3～6ヶ月に実習期間
を延長することで、教室における授業実践に
「省察」としての意義が生まれるのではない
か。
　実習生が複数で実習に行くことの意味に気
づかされたのは、2005年度に3人の実習生
が宮古島の学童保育で実習してきたときであっ
た。筆者も「教育実習」のような仕上げの実
習のイメージを強く持っていたので、1人で
実習に行くことを当然だと思い、まれに2人
で実習に行くことがあっても「安全のため」
というほどの認識しか持たなかった。しかし、
3人の学生が年報の報告書を作成するときに
「何度も話し合った」と聞いて、複数で実習
することにより実習生同士の「省察」が生ま
れることに気づかされた。実習生は、すでに
人間関係が作られ長年の実践が展開している
現場に入るので、「新参者」「未経験者」の位
置づけにならざるを得ないが、実習生同士の
語りのなかで自分の認識を確かめることがで
きるのではないだろうか。実習生が複数で、
たとえば異なる曜日に実習できるようであれ
ばk大きな実践の流れに位置つくが時系列と
しては違う時点での経験を持ち寄ることにも
なる。
　現実には、来年度から実習の方法を大きく
転換することは難しい。それは、常時複数の
実習生を受け入れていただくような実習先と
の関係を構築する必要があるからである。ま
た実習先を特定すると、広域から通学してく
る学生のすべてが通勤可能とは限らないので、
複数の実習先をお願いする必要がある。
　「実習」の授業を上記のように考えると、
実習生は自分の希望で実習先を選ぶことがで
きなくなる。しかし、従来も実習生が第1回
目の授業で自分の希望や関心を言うことは難
しく、ほぼ前期の半ばすぎ（6月）までかかっ
て実習先を決あていたのである。実習生が問
題関心を育てていく過程を、教室の中で教員
と対話して決めていたものを、「実践と省察
のサイクル」の中で行うということになる。
おわりに
　本稿では、「実習」の授業を計量的にとら
えなおし、政策と研究の動向をふまえて考察
した。その際に「実践と省察のサイクル」を
「実習」の授業に組み込むことを展望した。
これは、そのようにすることが高い技術や知
識を得られるからというよりも、実習生が学
習の方法を学ぶ、実践とかかわる構えを学ぶ
ことを意味している。学校教育の学びを刻印
されている学生にとって、自らが自己決定的
な学びを経験することと、そのことの意味を
省察することは、学習観を転換していくこと
になるだろう。
　また、実践の現場と大学との関係も、「お
世話になる」「面倒を見ていただく」関係か
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ら、実践の意味をともに省察するパ；トナー
としての関係に変わっていくのではないだろ
うか。
　本稿は、「実習」の授業について、実態を
把握し、政策と学会の方向を検討することに
より、教員の認識枠組みを変えていく作業で
あった。学生・実習先とともに今後の方向性
を検討していきたい。
［註］
1
2
3
4
5
???
??
本学社会教育主事課程のカリキュラムは、A
小林論文の報告資料に、1986年度、1988年度、
1999年度、2000年度の資格取得に必要な科目
および単位数として掲載されている。
明治大学では、「教育課程の弾力的な運用を推
進し、学生の学習効果を高めるたあ及び学年
暦の異なる諸外国からの帰国生や留学生の受
け入れ、本学学生の海外への留学を促進する
ため、全学的に半期履修制を実施」しており、
「将来的にはセメスター制を段階的に取り入れ、
秋季入学・秋季卒業も可能となるよう、検討
中」である。（明治大学HPより）
B　小林論文　P．89　1999年に女性の専任教
員が入ったことが、女性の履修者増と関連し
ている可能性もある。
中西裕子著『ジェンダー・トラックー青年期
女性の進路形成と教育組織の社会学一』東洋
館出版社　1998
学生は、所属と関係なく、「実習」授業の1部・
2部を選択することができる。また、就職活
動等で登録した授業に出席できないときは、
登録していない時間帯への出席を認めている。
D平川論文
同前　P．96
社会教育審議会「社会教育主事の養成にっい
て（報告）」『社会教育に関する答申集IV』全
日本社会教育連合会　1988　Pp．120－121
同前P．127
「更に、今日、民間の教育・文化・スポーッ事
業や企業内教育等においても、学習関連事業
　　を担当するものが求められている。民間の教
　・育・文化・スポーッ事業は、市場調査を的確
　　に行うととも．に、学習者にとって魅力のある
　　プログラムを開発することによって発展して
　　いくものである。…中略…そのため、民間の
　　教育学習機関や企業の学習関連部門において
　　も、社会教育主事と同様な資質・能力を持ち、
　　学習事業の企画・立案・実施にあたる人材が
　　必要になっているのである。」（同前P．121）
11　日本社会教育学会　社会教育・生涯学習関連
　　職員問題特別委員会「知識基盤社会における
　　社会教育の役割一職員問題特別委員会議論の
　　まとあ一」（2008年）
12同前　P．5
13　同前　Pp－10
14　ドナルド・A・ショーン著　柳沢昌一／三輪
　　建二監訳「省察的実践とは何か一プロフェッ
　　ショナルの行為と思考一』鳳書房　2007年の
　　なかで、reflection　in　actionを鍵概念として、
　　建築家、精神医学の研修医、都市計画者、工
　　学デザイナーなどの専門教育とそこにおける
　　専門家の〈わざ〉　（言語化されない知識や技
　　術）の意味を分析している。
15　「社会教育実習報告」明治大学社会教育主事課
　　程年報No．1　P．56
16　3人の実習生は2箇所の実習に行っている。
17　ジーン。レイヴ／エティエンヌ・ウェンガー
　　　佐伯絆訳『状況に埋め込まれた学習一正統
　　的周辺参加一』産業図書1993年　Pp．77
18　同前　Pp．79－80
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